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代位権の行使で代金を回収せよ

一　事実関係

2009年11月、A社はB社と総額人民幣80万元の鉄棒の売買契約を締結した。A社が約束通り鉄棒を出荷したが、B社がその代金20万元しか支払わず、残金60万元をいろいろな理由で伸ばした。
2010年5月、B社が経営不振に躓いたことを知ったA社はやむを得ず弁護士に債権回収を委託した。
B社がC社に対する期限満了の人民幣100万元の債権があると調べて分かった弁護士はA社を代理し、C社を起訴し、C社に対する代位権の行使を請求した。

二　判決の旨

人民法院は本案受理後、法によりB社を第三者として訴訟に追加した。原告A社の代位権を認め、C社のA社に対する60万元の支払いを判決した。

三　法律根拠

契約法第73条の規定によれば、債務者が期限満了債権の行使を怠り、債権者に損害を与えた場合、債権者は人民法院に代わって自分の名義で債務人の債権を行使できるが、その債権は債務人自身に専属するものは除外である。

四　コメント

1. 本案では会社が会社法に決めた代位権を行使することは債権の安全を守ることに対して重要な法律手段であると証明した。
2. 受託弁護士は会社法第73条の規定により、債務回収の策戦を立て、A社の利益を守ることが出来た。
3. 債権人は債権を主張する対象が債務者に限らないことを意識すべき。債権者は代位権の行使によって債務者の悪質な債務逃避の企てを打ち負かすことができる。
4. 最高裁の《中華人民共和国契約法》の適用に関する若干問題の解釈（一）第19条の規定によれば、代位権の訴訟において、債権者が勝訴した場合、その訴訟費は債務者が負担し、実現した債務から優先的に支払われる。故に次債務者は、債権者による代位権の行使を積極的に協力すべき、債務者の債務逃避に力を貸すべからざるものとする。さもなければ、次債務者は多額な代価を支払わざるを得ないだろう。


中華人民共和国人力資源と社会保障部の

「中国国内で就業する外国人の社会保険加入暫時弁法」の解説

中華人民共和国人力資源と社会保障部は、「在中国境内就業的外国人参加社会保険暫行弁法」（以下、本弁法）を2011年9月7日公布し、10月15日より実施する。実務上本弁法の概要を説明する。

一、背景
本弁法は、去る2011年7月1日正式に実施された｢社会保険法｣における中国国内で就業した外国人もその法律に参照し中国の社会保険に加入すると決めたことを具現化した。

二、対象者
｢外国人就業証｣、「外国人専門家証」、「外国常駐記者証」および｢外国人永住証｣を持つ外国人。
三、保険加入登記
１、使用単位が外国人を雇う場合、就業証を取得した日より30日以内、その社会保険の登記を行わなければならない。
２、海外雇用主から中国へ赴任を派遣された外国人は中国国内の勤務先が前項によりその社会保険登記を行わなければならない。
四、保険種類
社会保険の種類は、養老、医療、失業、労災、生育とする。
五、情報共有
外国人就業証を発行する部門は、当地の社会保険取扱部門と連携し、速やかに外国人が中国での就業関連情報を共有する。
六、終止
外国人が書面で社会保険関係を停止する場合、社会保険の個人口座にある金額を一括して本人に支払うことが出来る。
七、コメント
１、本弁法では始めて法により明確に中国で就業した外国人を中国の社会保険システムの中に取り入れた。人力資源と社会保障部の統計によれば、2010年末、中国で外国人就業証を所持する外国人が23.3万に達している。それらの外国人を雇用した国内企業及び中国における外資企業はまともにその影響を受け、コストの上昇を避けられない。
２、本弁法のその運用については中国当局の細則の公布を待つことになるが、外国人の社会保険の納付基数、比率、待遇などに関して各省、直轄市など地方政府に決定権限を与えるだろう。
３、2011年6月2日付人力資源と社会保障部の配布した「中国第十二五ヵ年」計画綱要の通知の中に双方（中国と外国）の社会保険免除協定の談判および実施を積極的に推進すると明記されたように、これから中国と関係諸国との社会保険免除協定の交渉を早期に望まれ、且つその行方を注目すべきだろう。


	№
	法　　律　　名　　称
	施行日

	1
	中華人民共和国人力資源と社会保障部の「中国国内で就業する外国人の社会保険加入暫時弁法」（『重要法規解説』をご参照ください）
	2011/10/15 

	2
	最高裁、最高検のコンピュータ情報システム安全を危害する刑事案件の取扱に法律適応関する若干問題の解釈
	2011/09/01

	3
	国家外貨管理局、国家税務管理総局、税関総署の貨物貿易外貨管理テストガイド実施細則
	2011/09/09

	4
	国家安全監督総局の危険化学品従業単位安全生産標準化審査作業管理弁法の配布通知
	2011/09/16

	5
	最高裁の「中華人民共和国企業破産法」適用に関する若干問題の規定
	2011/09/26


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は当事務所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ当事務所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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